
森林組合の機能論的分析
―― 我が国森林組合の現状と課題――

山 本 真 嗣

は じ め に

周知のように，森林組合は現在，非常に厳しい状況に直面している。事業収

益の悪化や組織率の低下，そして行政依存度の増大など，その将来を悲観させ

る要素は少なくない。とはいえ，そうした状況下にあって，ただ現実の厳しさ

を嘆いていても得るものはない。組合がおかれている現実を直視し，必要な対

策を探っていく方が賢明である。

森林組合は，我が国林業の採算性悪化の後を追うように経営が悪化し，今日

に至っている。そして，今日の林業の低迷，ひいては組合の経営悪化は，その

原因の多くを外材輸入の自由化に求められてきた。１）確かに，林業自体が儲かっ

ていない以上，組合の経営だけが良好であるということは考えにくい。しかし，

果たして問題はそれだけであろうか。輸入自由化「以外」の環境変化にも組合，

および組合員としての林家が対応できなかったということはないのだろうか。

当研究は，森林組合の現状を機能論的にとらえていこうとするものである。

それは機能論的アプローチが，現状を分析していくうえで有効だと考えている

からである２）が，笠原義人は，森林組合研究の課題として，以下の３点を挙げ

１）例えば，芳田誠一「森林組合の活性化を目指して－１０年振りの森林組合法改正」『農林
水産省広報』１９８７年３月号，２２頁。林野庁森林組合課長（当時）の芳田は，「農産物のよ
うに国境措置もなく価格支持もない木材の場合，昨今の円高はこれに追い打ちをかけるも
のであり，林家，そして森林組合の経営は，いわば，息も絶え絶えというところです」と
述べている。



ている。３）

� 森林組合の基礎的理念（本質論），性格論を明らかにすること

� 協同組合である森林組合の運動（理念）論を明らかにすること

� 森林組合が存在することの意味，機能を組合員ではない地域社会の

人々，ひいては国民に評価してもらえる合意形成の手法を明らかにするこ

と

これら３つのうち第１の課題について，笠原は「土地組合的性格，行政補完

的機能，森林所有者に替わって行う作業請負的機能，流域森林管理主体機能な

どをそれぞれ強調する議論があるが，森林組合の基礎的理念や性格論を明らか

にする中で，それらの議論を整理しなくてはならない４）」と述べている。

ここでいう機能とは，活動主体（組織・集団・個人）の広義社会システムに

おける，制度との相互作用を含めた働きをいう。筆者は，組合を政治・経済・

社会の各サブ・システム内部に位置づけたうえで，サブ・システムにおける機

能を，それぞれ政治的機能・経済的機能・社会的機能と呼んだ。５）ここではそ

の枠組みを用いて，各機能面から組合の直面する現実を探っていくつもりであ

る。ただし，これらの機能は，理念型（idealtypus）であって，そもそも独立

に発揮されるものではない。また，これらの機能が仮に向上あるいは低下して

いるとしても，それが数値として明確に表れるとも限らない。そういった制約

はあるが，現段階における組合の活動の実態をできる限り正確に把握していき

たいと考えている。

もちろん，志賀和人も指摘している６）ように，組合研究において制度および

２）笠原義人も，「森林組合を研究対象にして組合事業の展開過程，林業労働力の雇用・調
達過程，さらに地域林業の組織化過程などを分析するとき，森林組合それ自体の性格や機
能を必ず見なければならない」と主張している（笠原義人「森林組合研究の基本的視点と
森林組合の展開方向」『林業経済』vol．４９�，１９９６年，１７頁）。
３）笠原，前掲書，１８頁。
４）笠原，前掲書，１８頁。
５）山本真嗣「我が国森林組合の機能に関する研究－森林組合の機能の再定義」『松山大学
論集』vol．１５�，２００４年。

９０ 松山大学論集 第１６巻 第３号



組織の規定性を軽視することはできない。しかし，現状分析に関しては，制度

と組織，ひいてはシステムの在り方が組合の機能として発現すると考えられる

ため，機能論的分析が有効であると考えられる。

森田学は，森林組合の機能論的分析について，「森林組合がその地域林業構

造において，どのような客観的機能をもつものとしてあり，その機能がどのよ

うな条件によって保証され，発現し，また移行するものであるか７）」との視角

からの研究と定義した。しかし，当分析は，「地域林業構造」における機能に

は限定せず，よりマクロ的な視点から捉えていこうとする。さらに，システム

と機能の相互関係についても検討する。

従来の機能論的分析は，森田学や野田英志など経済的機能（または経済的機

能と社会的機能）に注目し展開されてきたが，ここでは組合活動の実体を３つ

の機能から包括的にとらえようとする。もちろん，それはアプローチ的優劣の

問題ではなく，目的に応じて使い分けるべきであろう。従来のアプローチは，

特定の重視する機能の現状を詳細に分析するのに有効であり，筆者のアプロー

チは，全体像を把握し組合の社会的役割を説明するのに適していると考えられ

る。

第１節 当事者の現状認識と対策（改革）

� 林政当局の認識と対策

１．現状認識

平成１３年度の森林・林業白書は，森林組合の現状について，「地域における

森林管理を効率的に実施する担い手」と一定の評価をしながらも，「加入率の

低下」，「脆弱な経営基盤」，「不十分な組織体制」などの問題点を指摘し，経営

基盤の強化や組織運営体制の整備の必要性を説いている。８）また，林野庁森林

６）志賀和人「森林所有者協同組合の成立基盤と森林組合の現段階的性格」『林業経済』vol．４９
�，１９９６年，２６頁。
７）森田学『森林組合論－戦後森林組合の機能論的研究』地球社，１９７７年，７頁。
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組合課（当時）の進藤眞理は，組合の直面する課題として，「市町村との連携

の強化」，「事業の多角化の推進」，「広域合併の推進」を挙げている。９）これら

の指摘に共通するのは，組合の現状への危機感と，経営基盤強化（特に広域合

併）の必要性の認識であるといえる。

これまで当局がどのような認識をもっていたのかは，これまで実行されてき

た改革に如実に表れている。以下，主要なものに限定して当局の意図や改革の

意義を探っていきたい。

２．実行された改革

� 森林組合合併助成法と林業構造改善事業

先述したように，林政当局は，組合の経営基盤強化の対策として広域合併の

推進を重視しているが，その方向性が強く打ち出され始めたのが１９６０年代前

半である。まず，１９６２年には，「林業協業促進対策事業」が策定・施行される

が，同事業は，前年に閣議決定された「木材価格安定緊急対策」の流れに沿っ

て組合の生産事業の機能強化を図るものであった。そして，その路線は６４年

に開始される「林業構造改善事業（林構）」に継承され，森林組合が政策的に

育成されることとなる。

林業構造改善事業は，林業基本法に基づく重要な施策の１つとして策定され

た林業構造改善事業促進対策（第１次林構），第２次林業構造改善事業促進対

策（第２次林構：１９７２年度より実施），特別対策事業，新林業構造改善事業促

進対策（新林構：１９８０年度より実施），林業山村活性化林業構造改善事業促進

対策（１９９０年度より実施）等の事業の総称である。これらの事業は，「林業構

造の改善を図り，これによって林業の生産性および収益性の向上と林業所得の

増大を期する１０）」ものであるが，こうした森林組合育成策の実施は，「資本装

８）林野庁編『平成１３年度森林・林業白書』日本林業協会，２００２年，１１１－１１２頁。
９）進藤眞理「森林組合と森林組合法改正」『林業経済』vol．５２�，１９９９年，８－９頁。
１０）林業構造改善事業促進対策実施要領第２の１。
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備を充実させるとともに，労働力の組織化を促進し，既存の伐出・育林資本に

代位しうるだけの生産力を森林組合に保持させた１１）」。

林業構造改善事業の受け皿となるだけの組合の育成に貢献したのが，１９６３

年に制定された森林組合合併助成法である。全国森林組合連合会は，１９５９年

５月，国に対して森林組合合併整備のための法的措置ならびに予算措置を要請

する陳情書を提出している。森林組合制度史によれば，その内容は以下の通り

である。

「森林組合振興の足固めは，まず組合の経営基盤の強化，すなわち経営規模

の適正化であることはいうまでもありません。（中略）森林組合の経営不振が

統計的に指摘されるのもこれら経営基盤の弱小な組合のパーセンテージが多い

ことであり，民有林経営合理化の唯一の協同組織も，その実態は形式のみ整っ

て実が伴わないともいえますのでできるだけ早期にこれらの組合を合併して，

協同企業体として必要な事業量が期待される経営規模に整備し，経営の安定を

はかって優秀な人材の適正な待遇による配置，事業能率の増進，したがってコ

スト減によって組合員に対するサービスを高め，森林所有者の社会経済的地位

の向上をはかる必要に迫られております。

従来，国におかれても，再建整備法，連合会の整備促進法，森林組合振興対

策等により森林組合の不振対策として御高配を煩わしておりますが，この際事

情御賢察の上森林組合の振興の抜本的対策として弱小組合の合併整備による森

林組合全体の体質改善，経営近代化について法的措置ならびに予算措置を講ぜ

られるよう陳情申し上げる次第です。１２）」

合併に対する国庫助成は，同年１０月に行われた第３回森林組合全国大会に

１１）山岸清隆「戦後森林組合の協同組合的性格」『戦後日本林業の展開過程』筑波書房，１９８８
年，１１１頁。

１２）森田学「森林組合の育成強化施策」森林組合制度史編纂委員会編『森林組合制度史�』
全国森林組合連合会，５２９－５３０頁。
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おいても決議されており，国は助成法制定に先立って１９６０年度に組合合併奨

励金５００万円を計上し，森林組合合併奨励事業を実施している。

� 森林組合法の制定および改正

森林組合法は１９７８年に森林法から独立し単独立法化されたが，組合の活性

化において重要な意義をもつのは，１９８７年の同法の改正である。１３）同改正は，

以下の「３つの柱」から成る。１４）

１） 森林経営の活性化

集団的，安定的森林施業の推進，森林整備に必要な資金の確保，組合員

の森林経営の多角化の促進

２） 森林組合の経営多角化

木材の需要増進・販路拡大，雇用の場の確保等，その他（森林組合の出

資会社等との連携強化，連合会による債務保証の拡充）

３） 組織経営基盤の強化

先述したように，林野庁は森林組合の経営基盤強化の対策として，広域合併

を重視している。上述の「組織経営基盤の強化」について，合併促進のため，

「合併促進期間の設定（合併助成法）」，「総代会の議決事項に合併及び解散を

追加」，「税制特別措置（租特法）」といった具体的措置が挙げられている。１５）

同改正に先立って組織された森林組合制度検討会の構成員は，以下の通りで

ある。

【森林組合系統】

泉総能輔（全森連専務理事），広瀬盛夫（北海道森連常務理事），尾上幹雄

（静岡県森連専務理事），大岩誠（熊本県球磨村森林組合長），二瓶勘吉（福

１３）加藤成一は，同改正について，「わが国の森林組合の歴史的・伝統的な性格・事業の総
仕上げとみることができる」と評価している（加藤成一「これまでの制度改正運動の流れ
の中で」『森林組合』No．２１０，１９８７年，９頁）。

１４）芳田，前掲書，２３頁。
１５）芳田，前掲書，２３頁。
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島県両沼西部森林組合長）

【地方公共団体】

田村光夫（群馬県林務部長），河野修（愛媛県久万町長）

【流通業界】

西谷嘉寿夫（全国木材組合連合会常務理事）

【学識経験者】

座長 小島和義（畜産振興事業団副理事長／元林野庁次長），森巌夫（林政

総合調査研究所理事），笠原義人（宇都宮大学農学部助教授），野明宏至（農

林中金常務理事），大坪敏男（農林漁業金融公庫理事）

この人選から，森林組合系統組織の意向を制度改正に積極的に取り入れよう

との狙いが見てとれるが，その結果として実行された制度改革からは，行政と

して必要な制度面の整備および指導をおこなったうえで，後は組合の自助努力

によって経営を改善してほしいとの意図がうかがえる。

� 林業基本法の改正

１９９１年に森林法の改正に伴い導入された「流域管理システム」とは，流域

を基本的単位とし国有林・民有林を一体として適切かつ合理的な森林管理を推

進する体制のことである。これにより，全国１５８流域に流域林業活性化センタ

ーが設置され，合理的な森林管理と，森林の多様な機能のより高度な発揮が図

られることとなった。同システムの導入を中心とした流域林業政策の実施につ

いては，いくつかの問題点も指摘されている１６）が，上流と下流，特にこれまで

制度上は明確な位置づけの与えられてこなかった下流域を連携の対象として取

り上げたことは特筆される。

２００１年には森林法とともに林業基本法が抜本改正され，森林・林業基本法

１６）笠原義人「１９９１年森林法改正における森林組合の位置づけと森林組合系統の今後の課
題」『林業経済』vol.４５�，１９９２年，１－２頁。笠原は，同政策の実効性や民有林予算の削
減等に関して不安のあることを指摘している。
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が制定された。同法は，「林業については，森林の有する多面的機能の発揮に

重要な役割を果たしていることにかんがみ，林業の担い手が確保されるととも

に，その生産性の向上が促進され，望ましい林業構造が確立されることにより，

その持続的かつ健全な発展が図られなければいけない１７）」と規定し，その第３

章を「森林の有する多面的機能の発揮に関する施策」に充てている。

近年の林業白書（森林・林業白書）に見られるように，我が国の林政は従来

の生産性向上や林業者の所得増大から，森林の公益的機能重視に大きくシフト

している。これは森林の多面的機能に対する国民の理解が高まりつつあること

を背景とした，国民負担による森林管理への布石１８）と見ることもできる。

かつての林業基本法林政は，森林組合の資本装備や広域合併を政策的に支援

し，林業の生産性向上や組合の経営悪化の防止という点で一定の効果を上げて

きたと評価することができる。そして，公益的機能重視への移行も，時代の潮

流や国民の意識変化を正しくとらえたものといってよい。

しかし，現行のシステムを抜本改革することなしに，森林の公益的機能の高

度発揮が果たして実現されるのであろうか。その重要な鍵を握っているのは森

林組合であるが，後で検討するように，現在の森林組合の機能発現のあり方は

持続可能性が低いと考えられる。今後も組合が重要な役割を担っていけるのか

どうかはその意味で不透明であるにも関わらず，森林の公益的機能の向上をい

かにして担保していくのか，現段階では決して明らかでない。

� 森林組合系統の認識と対策

１．現状認識

農林中金森林部・調査部は，全国１００組合を対象に１９８８年５月にアンケー

１７）森林・林業基本法第３条。
１８）例えば，平成１３年度森林・林業白書は，森林の多面的機能の貨幣評価を試みているが，
これは将来の国民負担に向けたコンセンサス形成を企図しているともとれる（林野庁編『平
成１３年度森林・林業白書』日本林業協会，２００２年，５５頁）。
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トを実施した。その結果によれば，「貴組合が現在抱えているもっとも頭の痛

い問題は」（自由記入形式）の問いに対して，９０組合から，主に，�事業量の

確保，�労務班・作業班の高齢化，�延滞・固定化債権，などの回答が寄せら

れたという。１９）これらは今日も妥当する問題であるが，要するに，組合はこれ

らの問題に対し，有効な方策を見いだし得なかったということであろう。

１９９０年に全森連が発行した系統組織向けマニュアルには，「加入率（特に地

区外居住者）の低下」，「経営基盤の弱い組合の多さ」，「役員の年齢構成の高さ」

などが指摘されている。２０）同マニュアルは，１９９０年代に向けて，以下の「当面

の対策」を列挙している。２１）

� 地域森林の総合的管理・利用体制を確立する。

� 国産材の需要拡大を積極的に進める。

� 国産材の生産流通システムを確立し，安定供給とコストの低減を図る。

� 林業経営の確立と地域林業の形成を進める。

� 林業の担い手を育成し，地域を活性化する。

� 森林組合の組織・経営体制を確立する。

それでは，こういった認識に基づいていかなる活性化策が実行されたのか。

ここでは，組合がこれまでに取り組んできた系統運動に着目する。

２．系統運動

� 系統運動の変遷

これまでの森林組合の主な系統運動は，以下の通りである。

１） 森林組合振興対策（１９５８～６３年度）

１９）坪井伸広「１００組合アンケートにみる森林組合の事業と課題」『農林金融』vol．４１�，１９８８
年，３１－３２頁。他に，「自己資金不足による金利負担の増加」，「不在村地主の増加」，「役
員の高齢化による事業の消極化」，「役員の資質向上」等が挙げられている。

２０）全国森林組合連合会編『森林組合活動の現状と課題－１９９０年代に向けて』全国森林組合
連合会，１９９０年，４８－５２頁。

２１）全森連，前掲書，７５－７８頁。
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２） 森林組合拡充強化対策（１９６４～６８年度）

３） 森林組合協業体制確立運動（１９６９～７４年度）

４） 森林組合新生１０ヶ年運動（１９７５～８４年度）

５） 森林組合体制刷新運動（１９８５～８９年度）

６） 森林と人いきいき運動５ヶ年計画（１９９０～９５年度）

７） 第二次森林と人いきいき運動５ヶ年計画（１９９６～２００１年度）

８） 森林組合改革プラン（２００２～０３年度）

これらの中から，特に注目されるのが，「森林組合振興対策」と，「森林組合

体制刷新運動」である。前者は，最初の本格的な系統運動として，そして後者

は，「円高不況」下の経営悪化が進行する状況における系統運動としての意義

を有している。以降では，上記２つの活動と，最新の系統運動である「森林組

合改革プラン」を取り上げる。

� 「森林組合振興対策」

森林組合が組合員と直結した事業を拡大強化し，森林所有者の協同組織とし

ての自立体制を確立することを目指したのが，１９５８（昭和３３）年から６年に

わたり実施された「森林組合振興対策」である。全森連の元常務理事である田

中茂は，同対策の策定について，次のように指摘している。

「戦後の財閥解体，農地改革，団体民主化とつづく占領政策の下で，国家の

政策遂行の機関にとどまるのでなく，組合員＝森林所有者の自主的な協同組織

として，質的転換を期待されながら，森林組合の実態は旧態依然であるという

“あせり”が森林組合系統，行政，また林政学者，森林組合研究者にあった。２２）」

こうした関係者の心理状況を背景として，同対策は策定・実施された。その

推進のためには，全国の各単位組合に（１９５８年度を初年度とする）振興３ヶ

年計画を樹立させる必要があったが，現実には，計画さえ樹立できない組合が

２２）田中茂「森林組合の実務と研究の中で」『林業経済』vol．４９�，１９９６年，１１頁。
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多数存在していた。２３）

同対策を推進するうえで，次のような振興の障害となる事項が浮き彫りに

なったという。すなわち，「組合員の協同組合意識の低調」，「合併推進の隘路

（行財政的措置の強力な指導がない，地域閉鎖主義に基づく消極性，合併上も

しくは合併後の経営問題の不安）」，「執行体制の問題点」，「財務内容」，「事業

推進の問題点」，「行政援助の必要性」である。２４）

林政当局が，森林組合の合併を本格的に推進するようになるのは１９６０年代

前半であるが，系統運動として最初に合併問題をとりあげたのが１９５７年の「森

林組合振興対策要綱」であった。森林組合は，１９５１年の森林法改正によって

協同組合として展開してきたが，その不振を打破するために「組合員の協同意

識を高揚することが大切であり，そのため睡眠組合等弱小組合の底上げを図

り，組合員を動かす体制づくりが必要であるとされた２５）」。

当時の森林組合は，利益集団としての活動を本格化させ，政府に対して積極

的に支援を要求するようになる。その結果，林業構造改善事業などの政策的助

成を引き出すことに成功するが，それは，組合の「行政依存体質」が決定的に

なっていく過程ととらえることができる。

� 「森林組合体制刷新運動」

林業，そして森林組合を取り巻く環境が厳しさを増す中で，「林業経営基盤

の整備，国産材需要拡大と流通・価格対策，森林の公益機能に対する応益分担

制度，林業税制の改正など抜本的林業政策の展開はもとより，協同を中心とし

た自助・自立の精神を振り起こし，個別・零細・分散的な林業生産を森林組合

に結集していくことが重要である２６）」との認識に基づいて，次のような重点課

２３）初年度の１９５８年度中に振興計画を樹立提出した組合は，全体の６０％で，翌５９年度まで
の振興計画樹立組合は６９％であったという（加藤成一「森林組合振興対策の展開」森林組
合制度史編纂委員会編『森林組合制度史�』全国森林組合連合会，１９７３年，３２６－３２８頁）。

２４）加藤，前掲書，３３５頁。
２５）渡辺昭治「森林組合の合併問題」『林業経済』vol．３８�，１９８５年，２６－２７頁。
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題が設定された。

１） 協同組合精神の高揚と系統組織の刷新

２） 間伐・林産事業の組織化と共販体制の強化

３） 木材需要の拡大と国産材利用の促進

４） 組合事業の総合的展開

当時制作された系統組織向けマニュアルには，「これまでの系統運動の小括」

として系統としての取り組みの評価がなされている。

「これまでの運動をふりかえってみると，昭和４０年代後半以降，林政・広報

活動の拡充，協同組合間の連携強化は一定程度なされ，昭和５３年の森林組合

法の成立や昭和６２年の森林組合法の改正など大きな成果を収めているが，協

業体制確立運動以降の系統運動で常に取り上げられた林産事業への取り組みは

今日においてもなお不十分である。また，これまでの運動が事業体としての発

展に傾斜し，ややもすると組合員を組織的に充分結集し得なかったことを反省

しなければならない。系統運動をさらに組合員や地域における日常の組織活動

に根ざしたものとするため，また国民の期待する森林の多面的機能の発揮に森

林組合がより主体的に関与するため，長期的なビジョンを確立し，個々の森林

組合が具体的に何をすべきかを明らかにすることが必要である。２７）」

� 「森林組合改革プラン」

２００２年に策定された「森林組合改革プラン」（組織・事業改革方針）の概要

は以下の通りである。

１） 組織改革

経営方針の明確化，経営体制の強化（自立的経営に向けた条件，合併の

推進）

２６）全国森林組合連合会，前掲書，４５頁。
２７）全国森林組合連合会，前掲書，４６頁。
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２） 事業改革

森林整備等に向けた体制の確立，森林管理技術者，作業班体制の確立，

販売・製材加工事業の再編強化（原木共販事業，製材・加工事業，地域

材供給ネットワークの構築，木質系の総合），利用型事業の検討

３） 系統組織力の発揮

系統全体で取り組む組織活動，都道府県連合会機能の再編強化（販売事

業の見直し，指導・監査・連絡調整機能の強化），全国連合会機能の強

化

２００１年の６月に林野庁長官の私的諮問機関として設置された「新たな林政

における森林組合のあり方に関する検討会」において，森林組合系統に対して

一層の低コスト化や合理化の必要性などの厳しい批判が出されており，「具体

的な取り組み内容を早急に提示し着実に実践していかなければ，森組系統の存

在意義自体が問われかねないとの危機感２８）」をもって同プランの検討が開始さ

れたという。

同プランが本格的に実施段階に入るのはこれからであり，今はその当否を判

断する時期ではないが，従来の系統運動より具体性が増し，系統組織の危機感

を反映した内容となっている。しかし，組合の現状を打開するのは容易ではな

い。その意味で改革の道のりは平坦ではない。また，組合の行政依存体質を今

後どうしていくのか，将来的に森林組合は広義社会システムにおいてどのよう

な役割を担っていこうとしているのか，ビジョンを明らかにすべき点も多い。

� 森林組合研究者の現状認識と改革案

組合関係者の中でも，最も率直に，現状に対して厳しい認識を示しているの

は森林組合研究者である。まず，笠原義人は，現段階の森林組合の到達点とし

て以下の３点を指摘する。２９）

２８）中平和典「『森林組合改革プラン』（組織・事業改革方針）の策定と実践に向けて」『農
林経済』，２００２年，２頁。
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� 森林組合の組織体制は依然として弱体で，地区内森林所有者の森林組合

への加入率は１９７０年の６０％から１９９３年には５１％へと過半にまで落ち込

んでいる。

� 組合員の木材生産活動を前進させる取り組みが不十分なまま，その後退

を追認する形で森林組合事業が展開している。

� 森林組合事業の担い手である作業班員が急速に減少し，森林組合企業体

は労働力不足で事業縮小と職員削減をせざるを得なくなろうとしている。

上記の現状認識を踏まえ，笠原は組合の長期的課題として以下の５点を挙げ

ている。３０）

� 各森林組合は系統組織の支援も得ながら，協同組合の理念と運動を理解

する熱意と指導力のある役職員を養成し，トップマネージメントの責任体

制を確立する。

� 森林組合は多様化する組合員の経営を守るとともに，組合員や地域住民

の森林組合への要望を組合事業に取り入れる必要に迫られる。森林造成事

業など特定事業に傾斜するのではなく，都市住民や森林組合周辺住民と日

常的に連携を図れる事業活動を導入するなど多角的で多様な事業をおこな

う。

� 森林組合は組合員の経済的地位を向上させるために，地域における木材

伐出販売の取扱シェアを高め，国産材の生産・流通機能を一層強化しなけ

ればならない。森林組合自らが積極的に製材加工事業に取り組むことを含

めて，木材伐出業（素材業），製材加工業，木材・木製品販売業等と連携

して，地域条件に応じた効率的な国産材の生産流通システムの形成をすす

める。

� 木材業・木材加工業など各種の中小企業等協同組合だけでなく，異業種

の農業協同組合，生活協同組合とも，住宅建設や都市との交流事業など多

２９）笠原義人，前掲書，１９－２１頁。
３０）笠原，前掲書，２２－２３頁。
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面的な協同組合間の協同を進める。

� 市町村と連携して山村社会づくりの一翼を担えるような新世紀における

森林組合像を創り出す。山村における地域社会づくりは，森林組合や農業

協同組合など協同組合がそれぞれの職能組合的な枠組みを越えて，生活や

環境問題にも事業活動を拡大して総合型の協同組合に展開することを必然

化する。その際，市町村との連携と地域住民の支持，支援の獲得が不可欠

となる。

氏は，１９７５年に著した論文の中で，「今日の森林組合は土地組合的かつ林野

行政末端機構的な協同組織から，林業生産の施業受託体的機能あるいは林業労

働調達機関的機能を強めながら，次第に資本企業体的側面を強化しつつあ

る３１）」と指摘している。すなわち，「森林組合が進みつつある方向と，森林組

合のあるべき姿とは大きな隔たりを見せている３２）」という。

同様に，泉英二は，経営・事業面，組織面，運営面の３つの側面から組合の

現状を評価している。３３）経営の悪化や加入率の低下以外にも，作業班員の高齢

化や運営にあたる人材やその能力に関しても危機感を表明している。さらに，

その将来について「今後さらに確実に弱体化する３４）」と予測し，現状打開のた

め，試案として，（国民的支援を正当化するための）組合の種別化（森林所有

者協同組合，森林整備組合，生産森林組合，非森林所有者組合）を提言した。

また，機能論的分析の立場からは，野田英志がプレカット化による木材流通

システムの変化に着目し，森林組合の木材供給事業は「戦後型システムの中に

どっぷりと浸っている３５）」と指摘している。その上で，現在の森林組合がもつ

３１）笠原義人「現代日本森林組合論序説」『九州大学農学部演習林報告』vol．４９，１９７５年，８４
頁。

３２）笠原，前掲書（１９７５），８４頁。
３３）泉英二「森林組合の現状と今後の在り方を考える」『林業経済』vol．５３�，２０００年，１６
－１７頁。

３４）泉「今般の「林政改革」と森林組合」『林業経済研究』vol．４９�，２００３年，３１頁。
３５）野田英志「木材流通・市場の変化と森林組合の新たな役割」『林業経済』vol．４９�，１９９６
年，１７頁。
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育林生産機能と流通（木材加工を含む）機能を分離して，「育林組合」と「販

売組合」として地域に再配置すべきである，とした。３６）

これらの思い切った提言はそれぞれ説得力をもっており，独自性のある新た

な改革案を提示するのは容易ではない。しかし，より包括的に機能分析をおこ

なうことで，新しい何かが見出せる可能性もある。次節では，各機能の現状分

析を試みる。

第２節 機能論的現状分析

� 経済的機能の現状

まず，森林組合全体の事業総損益の推移から検討する。森林組合統計による

と，１９６０年度は２２億７，９２２万円の事業総利益を計上している（表－１）。こ

れが２００２年度には，６４２億６，７２９万円と大きく増加する。この増加の最大の

要因として挙げられるのが，行政による支援である。後の政治的機能とも関連

するが，事業利益の大部分は利用事業特に森林造成事業に依存している。

笠原が既に指摘している３７）ように，利用事業の事業総利益に占める比重はほ

ぼ一貫して増加傾向にあり，２００２年度には，ついに７８．４％と約８割にまで達

している。１９６０年度が２１．７％であることを考えると，その比率がおよそ４倍

に高まったことになる。逆に，組合員にとってより重要と思われる販売事業

３６）野田，前掲書，２１頁。
３７）笠原，前掲書（１９９６），２０頁。

１９６０ １９７０ １９８０ １９９０ ２０００ ２００２

事業総利益
指 導
販 売
購 買
利 用
金 融
そ の 他

２，２７９，２２７
２５９，５７７
９３０，３９７
４０４，１２２
４９３，６３６
１１６，７３７
７４，７５８

９，１１６，４９１
６９０，１１２

２，８９７，６６８
１，５６５，１２２
３，３２８，８２２
６３４，７６７

―

３８，３８９，２０９
８９７，２０３

１１，０１９，６８２
３，８９７，４８８
２１，１３１，１８６
１，４４４，６７９
－１，０２９

５５，０５２，１８７
５０８，９０２

１６，６４１，０１１
３，１７４，３４５
３３，５６０，７７９
１，１４１，１４１
２６，００９

６８，５９８，１３９
３１３，７７２

１２，６９２，８５８
２，８３１，１５３
５２，５２４，８３９
３３３，５５９
－９８，０４２

６４，２６７，２９０
２８４，９８２

１１，０９６，２１４
２，３３２，２８７
５０，４１３，７２９
２０８，３０２
－６８，２２４

表－１ 森林組合の事業部門別総損益 （単位：千円）

資料：森林組合統計をもとに作成
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は，１９６０年度の４０．８％から，２００２年度には１７．３％と大きく低下している。

利用事業は近年減少しているが，他の事業の低迷によって，依然比重は増加し

ている。

組合の事業総利益は，以上に見たように，長期的には増大してきた訳である

が，それでは事業管理費を差し引いた事業損益はどうであろうか。

統計データの連続性の関係上，分析を１９８５年以降に限定するが，２００２年に

はもちなおすものの，１９９５年度以降事業利益が低下している（表－２）。この

主要な原因の１つと考えられるのが，利用事業の低迷である。表－１と同様に

１９９５年度の利用事業の粗利を計算すると，５３６億３６８万円であり，同年以降利

用事業が減少に転じている。

赤字組合比率については，１９９５年度以降は概ね安定的に推移してお

り，２００２年度は合併の効果か，２６．１％に低下している。

遠藤日雄らが青森県と県内森林組合の協力を得て１９９３年におこなったアン

ケート調査によると，「あなたは森林組合が今後どのような事業に力を入れる

べきであると思いますか」との問いに対して，回答結果（選択肢から２つ選ぶ

方式）は次の通りであったという。３８）最も多かったのは「木材の販路拡大」

（３７．３％），続いて「造林保育作業」（２８．０％），「林道・作業道の開設」（２７．２％），

「小径木加工工場の設置」（１６．２％），「林業機械などの購入事業」（１２．９％）と

３８）遠藤日雄「木材の生産・流通と東北地域の森林組合の役割」『林業経済』vol.４８�，１９９５
年，１４頁。

１９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００１ ２００２

事 業 利 益
１組合当たり

３，３２９，７９３
３，１３８

４，４６４，０９６
４，２２７

８，００５，５２７
７，７４２

５，９４７，１２９
７，３６０

５，３７４，１２９
７，２２３

６，１４８，５９９
８，４９３

事 業 損 失
１組合当たり

１，１６８，９４７
１，７２９

１，４８７，３７３
２，７２４

１，５０４，００１
３，８５６

１，９８３，９６５
５，７８４

１，７９１，２８８
５，７０５

１，５１１，１９９
５，９０３

赤字組合比率 ３８．９ ３４．１ ２７．４ ２９．８ ２９．７ ２６．１

表－２ 森林組合の事業利益と損失の推移 （単位：千円）

資料：森林組合統計をもとに作成
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なっている。この結果を受けて，遠藤は，「組合員の多くが『国産材時代』の

到来を，かなり意識していることが窺知できる３９）」としたが，現実には用材自

給率が２割を下回るなど，今後も利用事業に依存していかざるをえないという

のが実情であろう。第１位の「木材の販路拡大」が果たされれば，組合員の関

心が高い販売事業を活性化できるのであろうが，現状では人材やノウハウが不

足しており，大きな改善は考えにくい。

一方，雇用労働者数の推移（表－３）に注目すると，１９８５年度以降，総数，

作業班員数ともに減少しているが，プラザ合意後の円高によって外国産材輸入

がさらに拡大していった時期と重なっている。

組合の経済的機能は，好転を示すデータも見られるが，全体としては，望ま

しい方向に向かっているとは言い難い。寧ろ逆に，理想から乖離しているといっ

た方が適当であろう。

� 社会的機能の現状

社会的機能は，経済的機能と同様に低下ないしは低迷しているのだろうか。

仮にそうであるとして，それは立証可能であろうか。さらに，数値化の困難さ

以外にも，各機能が理念型であるためデータが特定の機能の現状のみを表して

いるとは考えられない。つまり社会的機能の現状分析は一筋縄ではいかない。

しかし，データから推測することは可能である。ここでは，まず組合の組織

３９）遠藤，前掲書，１４頁。

１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００２
総 数 ７８，６６４ ８７，３８９ ７９，６１７１２２，４１９１４３，０４７１１１，０２７ ８７，４５８ ５４，３９７ ４８，３４１

作業班労働者数
就業日数１５０日以上

４３，９６０
１０，９６２

６５，３７５
２０，４１７

５６，９２１
２６，６８０

６３，７２０
３０，６１６

５８，２８８
２７，５５１

４２，６８６
２４，２００

３５，３５１
２２，４５１

２９，５９２
１８，０１８

２７，１５６
１６，２３９

１組合当たり労働者数 ５３．０ ５４．８ ５２．３ ８５．０ １０４．７ ８４．５ ７６．２ ５５．３ ５５．８

表－３ 森林組合の雇用労働者数

資料：森林組合統計をもとに作成
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率（組合加入率）に着目する。森林所有者が組合に加入するのは，人間関係等

も含め様々な理由が考えられるが，スケールメリットの追求も重要であろう。

つまり，組合の共済的機能への期待である。組織率は，組合員の共済的機能に

対する効用の大きさを反映するものととらえることができるかもしれない。

森林組合統計によると，１９６５年度の森林所有者の組合加入率は５８％であっ

たが，２００１年度は４９％に低下している（表－４）。３６年で９ポイントの減少

は，問題視するほどではないとも思われるが，注意されたいのは，これが比較

的最近の傾向であるという事実である。表－４によれば，１９７５年頃までは，

ほぼ６０％で安定的に推移しており，明らかな低下傾向を示してくるのは７０年

代後半以降である。近年の林業事情を考慮するなら，森林経営は苦しさを増し

ており，組合の共済的機能への期待は高まっていると考えられ，組織率は逆に

増加していても不思議ではないともいえる。このような低下傾向はどのように

生じてきたのであろうか。

地区内外の所有者別に検討すると，地区外居住者と地区内居住者の間に若干

の傾向の相違が観察される。前者は，７０年代から８０年代後半にかけて，組織

率が顕著に減少し，近年は歯止めがかかった感もあるが，後者は８０年代後半

頃から逓減傾向にある。森林組合の空洞化は，地区外居住者から始まったとい

えそうである。

表によれば，組織率の推移は大きく２つの時期に分けることができる。８０

年代前半頃までの組織率低下は，地区外居住者の比率上昇と，その加入率低下

１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００２
組 合 員 数 １，７７６ １，７９１ １，７８４ １，７８０ １，７７６ １，７５１ １，７１８ １，６６９ １，６４５

組合加入率
地区内居住者
地区外居住者

５８．０
―
―

５９．７
６１．０
４３．１

５９．１
６１．２
３８．５

５７．０
５９．１
３６．７

５５．２
５８．０
３３．５

５２．１
５５．２
３０．８

４９．４
５２．３
３０．０

４９．２
５２．０
３０．５

４８．５
５１．７
２８．８

地区外居住者の比率 ― ７．４ ９．１ ９．６ １１．２ １２．６ １３．１ １３．２ １３．７

表－４ 森林組合の組合員数と加入率

資料：森林組合統計をもとに作成
注）組合員数の単位は千人，加入率は％
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によって説明される。８０年代後半以降は，地区内居住者の組織率低下にその

原因を求めることができる。後者は，森林経営が本格的に低迷し始めた時期で

もある。そのような時期に組織率が低下するという現象は，組合に対する森林

所有者の失望感の表れと解することができるのではないだろうか。

農林中金総合研究所が近年実施したアンケート（配布数９００，回答率５４％）

によれば，「今後，森林組合に期待していることはどのようなことか」との問

いに対して，「地域全体（の林業や森林管理）の取りまとめ」（４９％），「販売力

の増強」（４４％），「手数料を下げる」（４１％）などの回答が寄せられたという。４０）

森林所有者である組合員からすれば，森林組合には組合員の利益に直結する

販売事業により注力してほしいところであるが，前掲の表－１に示されるよう

に，同事業の総利益は９０年代以降低下傾向にある。組織率の低下には，様々

な要因がからんでいると思われるが，組合の販売事業の不振も，恐らくその一

因であろう。

次に，組合の公益的機能について検討する。森林組合の経済的機能と社会的

機能の関係は，図－１のように理解されるが，公益的機能は，組合の施業の外

部効果と考えることもできる。ならば，先述の組合による間伐の実績との間に

一定の相関関係を有するとの解釈も成り立ちうる。

そこで，部分均衡分析の手法を用いて森林組合の間伐による外部効果につい

て検討してみたい。４１）間伐材と外国産材は完全代替的４２）であり，間伐がもたら

す限界外部便益は，一定（u）であると仮定する。限界外部便益を考慮すれば，

４０）栗栖祐子「情勢 森林組合員の森林組合に関する利用状況とニーズ－森林組合員アンケ
ートの結果から」『農林金融』vol．５６�，２００３年，７４－７５頁。同調査は，「山間地域にある
組合」または「山間地域を管内にもつ組合」で，「組合員の林業活動が積極的に行われて
いる私有林地帯」にある３組合を選定したうえで，各組合につき３００人の在村組合員を対
象として実施された。

４１）Blandonは，部分均衡モデルを用いて，国産材と外国産材を区別しない需要促進政策は，
需要曲線を右方にシフトさせ，単に外国産材の輸入を増加させるだけだと指摘している。
Peter Blandon（２００２）,“Does Japan need its forest industries ?”, Journal of Forest Economics,
vol.４８�，p１８．

４２）両者の間に完全な代替性があるとは考えにくいが，単純化のためそのように仮定する。
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社会的限界便益曲線は，uだけ上方に位置すると考えられる。外国産材の価格

が p’ならば，図－２より間伐の実施から外部効果は，uq’すなわち□ Aの面積

に等しくなると考えられる。外部効果を正確に数値化するのは不可能である

が，限界外部便益が一定であれば，間伐の実施面積と一定の比例的関係にある４３）

と考えられる。

図－１ 森林組合の経済的機能と社会的機能の関係（概念図）

【非市場】 【市 場】

狭義社会システム

社会的機能

非経済的価値の実現

（外部効果含む）

経済システム

経済的機能

経済的価値の追求
森林組合

図－２ 間伐の実行による外部効果

MC（限界費用曲線）p

p’ Sf（外国産材の供給曲線）
MBb MBa＋MBb

A限界外部便益（u） MBa（需要曲線）

０ q’ q
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２０００年世界農林業センサスによれば，森林組合は面積比で間伐の６３．７％を

請け負っており（主伐は１７．２％），会社の２２．４％（主伐は６０．１％）と好対照

をなしている。４４）つまり，組合は民間の素材生産業者と比較して，（結果的には）

より社会的機能に重点をおいた活動をしていることになる。

しかしながら，１９９０年代の組合による除間伐の実行面積（表－５）からは，

森林組合の公益的機能が停滞している状況がうかがえる。近年はやや増加の傾

向にあるが，それは１９９０年頃の水準に回復したということに過ぎない。１組

合当たり実行面積は増加しているが，その要因の多くは広域合併によるものと

考えられる。勿論，単純に除間伐の実行面積が大きければそれで良いというも

のでもないが，少なくとも現在の我が国では，緊急に間伐を要する人工林の面

積を大きく下回っていることが指摘されている。４５）

� 政治的機能の現状

前項で検討した社会的機能と同様に，政治的機能も現状分析をおこなうには

一定の困難がともなうが，まず，林業関係予算，特に森林組合関連の予算の推

移に注目して，組合の政治的機能の成果を探っていく（表－６）。

４３）もちろん，限界外部便益は現実には一定ではないが，仮に逓減するとしても，ある程度
の正の相関関係があると考えられる。

４４）農林水産省統計情報部『２０００年世界農林業センサス結果概要�－林家調査・林家以外の
林業事業体調査・林業サービス事業体調査』農林統計協会，２０００年，１４－１５頁。

４５）例えば，林業白書は，「緊急に間伐を要する森林面積は１５０万 haにのぼるとみられ，早
急な取組が必要」（林野庁編『平成１１年度林業白書』日本林業協会，２０００年，５４頁）と
指摘している。また，山岸清隆によれば，要間伐林分に対する間伐実施率は，４割前後に
とどまっているという（山岸清隆『森林環境の経済学』新日本出版社，２００１年，４１－４２
頁）。

１９９０ １９９２ １９９４ １９９６ １９９８ ２０００ ２００２
面 積 ２３３，０９８ ２２９，６５８ ２１１，７３７ ２０４，９７５ ２１６，９２５ ２２９，８４９ ２４３，６９８
１組合当たり １４５．１ １６５．０ １５９．４ １６４．９ １９１．１ １９９．３ ２６９．６

表－５ 森林組合による除間伐の実行面積（単位：ha）

資料：森林組合統計より作成
注）実績は資料提出組合のみ
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表によると，近年の行政改革の流れもあって森林・林業関係予算が減額され

る中で，森林組合助成の経費は概ね増加傾向を示している。これをもって組合

の政治的機能が活発であると断じることはできないが，組合系統組織の林政活

動が一定の効果をあげたということであろう。ただし，ここでは森林組合助成

費に注目したが，もちろんそれが組合助成措置の全てではない。例えば，林業

構造改善事業費なども組合助成的側面を有していることは否定できない。そこ

で，筆者は組合の利用事業特に森林造成事業の実績に着目する。同事業は，森

林組合の行政依存的体質を表すものとして，これまでも分析対象とされてきた

が，その推移を追跡することで組合の政治的機能の成果について，ある程度推

測することができると考えられるからである。

前掲の表－１において既に明らかなように，我が国森林組合の事業総利益に

占める利用事業の割合は著しく高まっているが，その利用事業の中でも大きな

ウエイトを占めるのが森林造成事業である。森林組合統計によれば，２００２年

度の総事業取扱高は３，０４２億５１０万円であり，うち利用事業は１，８７６億３，８６６

万円で６１．７％，販売事業は９７２億８，４８９万円で３２．０％であった。森林造成事

業は１，５１５億８，１３２万円で，利用事業の８０．８％，総事業取扱高の４９．８％を占

めている。

この森林造成事業の中でも，新植と保育は取扱高で１，１３５億３，６２３万円（う

ち保育が９４４億８，３９６万円）と全体の３７．３％，利用事業の６０．５％とウエイト

が高い。４６）新植と保育は，依頼者の大半が公的機関造林（森林開発公団や各県

林業公社など）や地方自治体（県，市町村，財産区）によって占められている

１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ １９９７
一般会計総額 ３０，９２０ ６７，２８０ １５７，５０２ ３５５，６９０ ３６７，３１１ ４４４，８４８ ７０３，５３７ ５７７，９５８
非公共事業 ３，９２３ １０，９０６ ２４，８４７ ５９，３８４ ６３，０１９ ６７，８０６ ９９，６８５ ９３，４５１
公 共 事 業 ２６，９９８ ５６，３７３ １３２，６５５ ２９６，３０６ ３０４，２９２ ３７７，０４３ ６０３，８５２ ４８４，５０７
森林組合助成 ３６，７８２ ７８，６９３ ８９，５１５ １５４，６６６ ２１０，４３５ ３０７，２３１ ２６２，２７８ ３６６，７０５

表－６ 森林・林業関係予算の推移（単位：百万円）

資料：林業統計要覧をもとに作成
注）森林組合助成のみ単位千円
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ことが既に笠原によって示されている４７）が，２００２年度においては，面積ベー

スで新植２１，７６９haのうち７，８６１haで３６．１％，保育は４９６，５２７haのうち２５４，４７７

ha（５１．３％）となっている。

以上のデータは，これまでも繰り返し指摘されてきた組合の行政依存体質を

再確認させるものであるが，とはいっても，これらが即，森林組合の政治的機

能の成果であると断言するのは早計である。逆に，林政当局が行政依存へと誘

導していった可能性もないとはいえない。

しかしながら，組合系統が行政に対して積極的に働きかけをおこなってきた

こともまた事実であるし，行政との強固な�がりなくしてこのような利用事業

の拡大は考えにくい。そう考えると，組合の林政活動が一定の成果をあげてき

たということもできるかもしれない。

森林組合に限らず，政治活動は排除可能性をもたない公共財であり，従って，

「ただ乗り」のインセンティブが作用する。４８）森林組合の施業は，現実に多く

の地域（または流域）住民に対して外部効果を与えていると思われるが，その

森林管理が不十分で森林の公益的機能が低下している状況にあっても，組合の

林政活動にただ乗りできるのであるから，住民が何らかの行動（例えば政治活

動）に訴える必要性は低い。換言すれば，組合の林政活動は地域住民一般の利

益を代弁する側面も有している。

先に見たように，森林組合系統の経済的機能は近年低下傾向を示している。

その一方で，社会的機能も低迷状態にある。それらを補完する形で政治的機能

が活性化してきたと考えられるが，行財政改革の流れにあって今後も同機能に

依存し続けることは困難であろう４９）し，賢明ではない。すなわち現在のあり方

は持続可能性に欠ける。それでは，今後の森林組合はいかにあるべきか。もし

４６）利用事業には，他に治山（２００２年の取扱高は１９２億１，８３７万円）と林道（同１２２億６，９２７
万円）があるが，やはり行政との関係の深さを示している。

４７）笠原，前掲書（１９９６），２０頁。
４８）奥野正寛・本間正義「日本農業の将来と農業政策」『農業問題の経済分析』日本経済新
聞社，１９９８年，２３８頁。
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くは，これからも森林組合は現行の組織を維持していくことができるのであろ

うか。次節で検討する。

第３節 今 後 の 課 題

� 社会的機能低迷の原因は何か

前節の分析において，現在の森林組合の機能が政治的機能依存型であること

が示された。問題は，先述したようにその持続可能性の低さと，社会的機能，

特に公益的機能が十全に発揮されていないと考えられることである。では，こ

のような状況はなぜ生じたのか。以降では，その原因について考察する。

１．木材価格の低下

今日の林業および森林組合の低迷の原因としては，外材輸入自由化による木

材価格の低迷が重要視されてきた。筆者も基本的には同様の立場をとるが，果

たして，論点はそこに集約されるのだろうか。

確かに，１９６０年代後半以降の輸入丸太の関税自由化や，８５年のプラザ合意

による円高を受けて，国産材の市場は急速に縮小した。しかし，この間の外材

価格の推移から，興味深い事実が観察される。

木材需給報告書（木材需給累年報告書）によると，平成４年の丸太価格は，

スギ中丸太５０）は２２，７００円／m３，一方の米ツガ丸太５１）が２４，５００円／m３と逆転して

いる。最近では，平成１４年で前者が１４，０００円／m３，後者は２１，７００円／m３と約

１．５倍にその差が拡大した（表－７）。その一方で，木材輸入量は，以前に比

４９）この点に関連して，全国森林組合連合会主催の「森林組合ビジョンフォーラム２１平成
１５年度全国交流集会」において，愛媛県森林組合連合会の指導管理部長である毛利武秀は，
「森林整備等が利用事業の主な内容ですが，愛媛県においても今年から，競争入札制度が
取り入れられました。他の県でもそういう状況であろうかと思います。このような状況で
すから，これからは今までのような収益率はなかなか上げにくい状況になってくると思い
ます。また，現状がいつまでも続くという保証はありません」と発言している（『森林組
合』No．４０４，２００４年，５頁）。

５０）径１４～２２cm，長さ３．６５～４．０m。
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べてシェアを落としてはいるものの，依然として米材は３分の１近くを維持し

ている。この状況はどう説明されるのだろうか。

農林水産省は，２００１年の８月から９月にかけて，林業者および流通加工業

者を対象としてアンケート調査をおこなった。５２）それによると，「消費者が国産

材を使用した製品を選択できない理由」として，林業者は，「国産材を使用す

ることの重要性について十分な理解が得られてないから」が６０．４％（流通加

工業者は５１．８％），「国産材を使用したものは，品質・性能・価格・デザイン

などの点で消費者ニーズに応えていないから」が１５．６％（同２１．０％），消費者

が国産材と輸入材を見分けることは難しいから」が１５．１％（同１７．０％）であっ

た。つまり，流通加工業者を含めた関係者は，単に木材価格に原因を求めてい

る訳ではないことがわかる。

先にスギ中丸太と米ツガ丸太の価格の相関について検討したが，１９８５年頃

を境として両者の関係に変化が生じたことが確認できる（図－３，４）。図に

よると，１９６５年から１９８５年までの期間は，両者の間にかなりの代替関係が見

出される。一方，１９８５年以降については，相関係数が０．２６７と低下しており，

非代替化の傾向がうかがえる。

この事実が表すのは何か。恐らくは国産材（スギ）と外国産材（米ツガ）の

差別化が進行しているということであろう。しかし，この場合，先に見たよう

に差別されるのは米ツガの方である。すなわち，米ツガ材は，スギ材より多少

５１）径３０cm以上，長さ６．０m以上。
５２）農林水産省統計情報部『木材利用と林産物貿易に関する意識・意向について』（http : //

www. maff. go. jp/toukei/sokuhou/data/１３-１２０-１０. pdf）。

１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００２
スギ中丸太 １４，０００ １８，４００ ３１，０００ ３８，７００ ２４，９００ ２６，０００ ２１，７００ １７，２００ １４，０００
米ツガ丸太 １２，６００ １４，４００ ２４，１００ ３４，１００ ２４，７００ ２５，７００ ２５，９００ ２２，３００ ２１，７００

表－７ 丸太価格の推移（単位：円／m３）

資料：木材需給報告書（木材需給累年報告書）

１１４ 松山大学論集 第１６巻 第３号



高くても売れるようになったと考えられる。

本来，差別化を図らなくてはならないのは国産材の側であるのに，現実には

その逆の現象が進行しつつある。ここに我が国林業関係者のジレンマがあると

いえる。

この点について，少し異なる観点から検討を加えてみたい。図－５，６は，

スギ中丸太価格と国産材需要量との関係を図に表したものである５３）が，図－７

図－３ 木材価格の相関（１９６５－１９８５）（相関係数０．９６）

資料：木材需給報告書（木材需給累年報告書）より作成

図－４ 木材価格の相関（１９８６－２００２）（相関係数０．２６７）

資料：木材需給報告書（木材需給累年報告書）より作成
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によれば，１９６５年から１９７９年にかけては，両者は逆相関すなわち通常の需要

法則が妥当している。

しかし，１９８０年から２００１年には，相関係数がプラス（０．８２）に転じており，

価格が低下しながらも国産材の需要量が減少するという今日の状況を象徴する

５３）もちろん，スギ材だけが国産材ではない。しかし，スギは丸太生産量のおよそ半分を占
めており（２００１年で４５．７％），国産材需要量の変化の大部分はスギ材の動向の影響を受け
ていると考えられる。

図－５ スギ中丸太価格と国産材需要量（１９６５－１９７９）（相関係数－０．９１４）

資料：木材需給報告書（木材需給累年報告書），木材需給表より作成

図－６ スギ中丸太価格と国産材需要量（１９８０－２００１）（相関係数０．８２）

資料：木材需給報告書（木材需給累年報告書），木材需給表より作成
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ものとなっている。

もちろん，林家の立場からすれば，近年の木材価格では割に合わないために

伐出を先送りしているとの事情もあるのであろうが，仮に多くの林家がそのよ

うな行動をとっているのだとすれば，国産材（スギ）の価格がもう少し上昇し

ていてもよいのではないか。

先にスギ材と米ツガ材の非代替化の傾向について指摘したが，国産材（スギ）

については，「低価格でもあまり売れない」という状況が現実になりつつある

のではないだろうか。

仮に，もしそうであるとすれば，その原因は何であろうか。次項で検討する。

２．外部環境の変化

外材輸入の自由化（ないしは経済のグローバル化）および，それに伴う価格

競争の激化が，社会的機能低迷の原因として重要な役割を演じてきたのは，ほ

ぼ疑いないであろう。しかし，問題はそう単純ではないと思われる。ならば，

他にどういった要因が挙げられるだろうか。経済的要因としては，「市場構造

の変化５４）」（モジュール化，５５）プレカット化）と「情報化」などが考えられる。

野田英志によると，ハウスメーカーが，その住宅供給体制にプレカット・シ

ステムをビルトインした結果，使用される「木材の質」や「流通の仕組み」が

大きく変化する結果となった。５６）うち後者の「流通の仕組み」については，従

来の多段階型の木材流通から，短絡化された「直結型流通（物流）システム」

５４）野田英志も，「木材流通・市場の大きな変化に，わが国森林組合の対応が一般的には必
ずしも十分でなかった」と指摘している（野田英志「木材流通・市場の変化と森林組合の
新たな展開」『林業経済』vol．４９�，１９９６年，２０頁）。

５５）「モジュール化」は，「物理的生産物のモジュール化（汎用部品化）」，「複雑な生産物シ
ステムの設計におけるモジュール化（分解）」，そして「組織のモジュール化（自律化）」
といった使われ方をされている（青木昌彦「産業アーキテクチャのモジュール化－理論的
イントロダクション」青木昌彦・安藤晴彦編著『モジュール化－新しい産業アーキテクチャ
の本質』東洋経済新報社，２００２年，４頁）。ここでは，「モジュール化」を，第１の意味で
使用している。

５６）野田，前掲書，１６頁。
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が形成されたとする５７）（図－７）。先に引用したように，氏は，組合が流通の

システム変化に適応できなかった可能性を指摘している。

� システム改革の必要性

１．システムと機能

環境の変化が外材輸入の自由化だけではないにせよ，森林組合がその変化に

対応できていないとするのならば，いかなる対処が必要なのだろうか。そもそ

も，森林組合の何が対応を阻害しているのか。

筆者は，組合の機能低下問題を，組合「単独の問題」とはとらえていない。

それは，もちろん組合の自助努力のみでは解決が困難ということもあるが，制

度的補完性の存在等によって，ガバナンスを含めた現在の組合の在り方には一

定の必然性が考えられるからである。換言すれば，森林組合の現在抱える問題

は，我が国の広義社会システム自体の問題が投影されたものである可能性があ

る。５８）つまり，森林組合の現状の打破，ないし組合の活性化を果たすには「シ

ステム改革が必要なのではないか」と考えている。つまり，システムにおける

５７）野田，前掲書，１６頁。

図－７ プレカット化による木材流通構造の変化（野田）

【多段階型流通システム】

産地製材工場 ⇒ 製品市売市場・製品問屋 ⇒ 材木小売店 ⇒

⇒ 大工・工務店 ⇒ 住宅施工現場

【直結型流通システム】

大手製材工場・木材揚港 ⇒ プレカット工場 ⇒ 住宅施工現場

資料：野田「木材流通・市場の変化と森林組合の新たな展開」をもとに作成
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組合の働きを機能ととらえるならば，その発現の在り方もシステム的特性を反

映すると考えることができる（図－８）。Northによれば，「諸経済の成果は，

制度によって決定される５９）」が，活動主体の成果も，制度を包含するシステム

によって規定されると考えられる。

Eastonの政治システム論に Parsonsの構造－機能分析モデルの枠組みを採り

入れた Almondは，以下の４つの特性によって政治システムが比較しうる，と

いう。６０）

� 全ての政治システムは，政治的構造（political structure）をもっている。

� 全ての政治システムにおいて，同一の機能が遂行される。

� 全ての政治システムは，多機能的（multifunctional）である。

� 全ての政治システムは，文化的意味において混合（mixed）システムで

ある。

Almondの「政治的構造」とは，「（この）秩序を維持する相互作用の正当な

パターン６１）」（legitimate patterns of interaction by means of which this order is

maintained）と定義されるが，Almondは，この政治的構造と政治システムの機

５８）寺西重郎は，我が国の現在の経済システムが「大きな転機に直面している」と指摘し，
その理由として「欧米諸国へのキャッチ・アップの完了」，「他のアジア諸国の成長」，「政
府介入容認の時代の終了」を挙げている（寺西重郎『日本の経済システム』岩波書店，２００３
年，４－５頁）。

５９）Dougalss C. North,“Institutions, Institutional Change and Economic Performance”, Cam-
bridge University Press,１９９０, p.１３７.

６０）Gabriel A. Almond,“Political Development”, Little, Brown and Company Inc,１９７０, p.８９.
６１）Almond, ibid, p.８９.

図－８ システム的特性と森林組合の機能の関係

システム的特性のタイプ 森林組合の機能タイプ

タイプ A ⇒ タイプ A’

タイプ B ⇒ タイプ B’

タイプ C ⇒ タイプ C’
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能との関連性を指摘する。

２．システム改革的アプローチの妥当性

システム的特性によって機能発現の度合いがある程度規定されるならば，シ

ステムを改革することによって，森林組合の機能をより望ましい方向に近づけ

ていくことが可能になるのではないか。ただし，森林組合の機能をシステム改

革によってどこまで制御可能であるかの問題がある。また，制度的補完性等の

存在によって，改革自体が困難である可能性も否定できない。システムの抜本

的改革を実行するならば，現在の森林組合ではなく全く別の組織形態が求めら

れる可能性もある。その場合，この組織を「森林組合」と呼称するのは，もは

や適切でないかもしれない。

いずれにせよ，組合に現実に生じている機能低下を問題にするならば，シス

テムを論じることは避けて通れないであろう。

お わ り に

森林組合を活性化するための，「システム改革の必要性」を示唆したが，で

は，現行のシステムはどのような問題点を内包しているのか。それを明らかに

するためには，システム論的分析がなされなければならない，と考える。

第１節では，林政当局，組合系統組織，森林組合研究者それぞれの現状認識

と対策（または改革案）を検討したが，当分析では，「機能とシステムの関連

性」の観点からシステム改革の必要性について論じた。

しかし，従来の森林組合研究では，この観点からの研究はほとんどされてこ

なかった６２）といってよい。それには２つの理由が考えられる。１つは，単にそ

ういった視点でとらえようとする研究者がこれまでいなかったという可能性

６２）制度論的アプローチは，既に多くの研究者がおこなってきた。しかし，ここでいう「シ
ステム」とは，「制度と組織・集団・個人の有機的複合体」であり，筆者の用いる「制度」
は，慣習や伝統などのインフォーマルな制約を含む。
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と，もう１つは，システム論的分析自体の必要性（あるいは有用性）が認めら

れてこなかったという可能性である。おそらく前者ではないかと推察される

が，仮にそうであったとしても，今日の森林組合をとりまく状況への処方箋を

システム論的分析が提示しうるのか。

その可能性は十分にあると筆者は考えているが，それについては次の機会に

論じることにする。
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